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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第28期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないた

め記載しておりません。 

３ 第29期連結会計年度および第30期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の潜在株

式を調整した計算により１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

４ 第29期連結会計年度から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。 

  

６ 第32期の自己資本利益率及び株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

７ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 19,066,118 19,521,427 20,723,232 25,885,038 27,021,011 

経常利益 (千円) 493,932 364,292 141,512 240,532 401,368 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(千円) 189,729 98,504 46,741 124,172 △591,382 

純資産額 (千円) 5,344,505 5,359,915 5,350,027 5,449,478 4,770,633 

総資産額 (千円) 12,049,742 10,921,186 11,247,832 11,554,202 12,257,311 

１株当たり純資産額 (円) 1,052.20 1,059.35 1,057.39 1,074.50 940.65 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失（△） 

(円) 37.36 19.42 9.24 24.50 △116.61 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 24.46 ―

自己資本比率 (％) 44.4 49.1 47.6 47.2 38.9 

自己資本利益率 (％) 3.6 1.8 0.9 2.3 ― 

株価収益率 (倍) 13.1 22.0 61.9 29.3 ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 558,157 △186,849 △180,067 △1,430,075 793,970

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △96,935 △198,720 △32,281 5,740 △163,576

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 123,264 △784,022 △28,635 1,187,674 △165,416

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,951,456 792,415 554,851 321,124 849,689

従業員数 (名) 174 183 204 218 204 



(2) 提出会社の経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないため記載してお

りません。 

３ 第29期および第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の潜在株式を調整した計算により１

株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

４ 配当性向については、１株当たり配当額を１株当たり当期純利益で除した数値を記載しております。 

５ 第29期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

６ 第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失であるため

記載しておりません 

７ 第32期の自己資本利益率及び株価収益率については、1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

８ 第32期の配当性向については当期純損失であるため記載しておりません。 

９ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 18,354,552 19,002,527 19,891,310 25,339,470 24,781,615 

経常利益 (千円) 474,901 336,369 142,658 222,213 255,183 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(千円) 174,346 80,133 58,367 121,256 △691,711 

資本金 (千円) 1,051,740 1,051,740 1,051,740 1,051,740 1,051,740 

発行済株式総数 (株) 5,158,230 5,158,230 5,158,230 5,158,230 5,158,230 

純資産額 (千円) 5,374,027 5,371,405 5,378,730 5,475,900 4,690,954 

総資産額 (千円) 11,774,235 10,595,737 10,644,190 10,866,789 11,755,020 

１株当たり純資産額 (円) 1,058.02 1,061.62 1,063.07 1,079.71 924.94 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

  
(円) 

  

  
15.00 

(―)

15.00 

(―)

15.00 

(―)

  
15.00 

(―)

15.00 

(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失（△） 

(円) 34.33 15.80 11.54 23.93 △136.39 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 23.89 ―

自己資本比率 (％) 45.6 50.7 50.5 50.4 39.9 

自己資本利益率 (％) 3.2 1.5 1.1 2.2 ― 

株価収益率 (倍) 14.3 27.0 49.6 30.0 ― 

配当性向 (％) 43.69 94.9 130.0 62.7 ― 

従業員数 (名) 167 175 190 200 185 



２ 【沿革】 
  

  

年月 概要 

昭和50年１月 
米国系半導体製品の販売を目的として東京都保谷市に設立（設立時の商号：丸栄商事株式会
社）。 

昭和50年６月 
  

アルプス・モトローラ・セミコンダクターズ株式会社と販売店取引契約を締結し、モトローラ製
品の販売を開始。 

昭和52年10月 本社を東京都武蔵野市に移転。 

昭和54年11月 日本バー・ブラウン株式会社(現：日本テキサス・インスツルメンツ株式会社)と半導体の販売代
理店契約締結。 

昭和59年１月 
  

日本モトローラ株式会社(現：フリースケール・セミコンダクタ・ジャパン株式会社)と半導体の
特約販売代理店契約締結。 

昭和60年12月 
  

エス・ジー・エス・トムソン・マイクロエレクトロニクス株式会社(現：エス・ティー・マイク
ロエレクトロニクス株式会社)と半導体の販売代理店契約締結。 

昭和61年12月 社名を株式会社アムスクに変更。 

昭和61年12月 大阪市に大阪営業所を設置。 

昭和63年５月 仙台市に仙台営業所を設置。 

平成３年10月 株式会社アルプス物流と商品の保管、配送についての基本契約締結。 

平成４年２月 福島県いわき市にいわき営業所を設置。 

平成６年８月 現地法人AMSC SINGAPORE PTE. LTD.（連結子会社）をシンガポールに設立。 

平成６年８月 株式会社ベルニクスと販売代理店基本契約締結。 

平成７年５月 現地法人AMSC ELECTRONICS HONG KONG LTD.（連結子会社）を香港に設立。 

平成７年10月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として新規登録。 

平成９年６月 名古屋市に名古屋営業所を設置。 

平成11年５月 DUREL社（現：ROGERS社DUREL部門）とELシートおよび駆動素子の販売代理店契約締結。 

平成12年１月 
エス・シー・ジー・ジャパン株式会社(現：オン・セミコンダクター株式会社)と半導体の販売代
理店契約締結。 

平成12年２月 Humirel社と湿度センサーの販売代理店契約締結。 

平成13年２月 日本テキサス・インスツルメンツ株式会社と半導体の販売代理店契約を締結 

平成13年８月 SEMTECH社と半導体の販売代理店契約締結。 

平成13年９月 福岡市博多区に福岡営業所を設置。 

平成13年12月 オムロン株式会社セミコンダクタ事業部と半導体の販売代理店契約締結。 

平成14年１月 GEK社とLCDの販売代理店契約締結。 

平成14年７月 FreeSystems社と半導体の販売代理店契約締結。 

平成15年４月 現地法人阿姆斯克（上海）貿易有限公司（連結子会社）を上海に設立。 

平成15年５月 DRAGONCHIP社と半導体の販売代理店契約締結。 

平成16年３月 本社がISO14001の認証を取得。 

平成16年４月 IMPINJ社と半導体の販売代理店契約締結。 

平成16年10月 Austria Microsystemsと半導体の販売代理店契約締結。 

平成16年12月 SIPEX社と半導体の販売代理店契約締結。 

平成18年３月 伊藤忠商事株式会社とSiTime社製MEMS発振器の販売代理店契約締結 



３ 【事業の内容】 

当グループは、当社及び連結子会社３社(AMSC SINGAPORE PTE. LTD., AMSC ELECTRONICS HONG KONG LTD.,阿姆斯克

（上海）貿易有限公司)により構成されており、関連当事者とともに、電子機器・部品(主として半導体)の仕入、販売

を主な内容として事業活動を展開しております。なお、関連会社はありません。 

当社と連結子会社及び関連当事者との事業上の関係は次のとおりであります。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 
（注）役員及びその近親者が議決権の過半数を所有して 

いる会社等 

区分 会社名 取引内容 

連結子会社 AMSC SINGAPORE PTE. LTD. 当社商品の販売先、仕入先 

連結子会社 AMSC ELECTRONICS HONG KONG LTD. 当社商品の販売先、仕入先 

連結子会社 阿姆斯克（上海）貿易有限公司 当社商品の販売先 

関連当事者 福興システム株式会社 当社商品の販売先、仕入先 



４ 【関係会社の状況】 

  

  

(注) １ 特定子会社に該当しております。 

２ 上記連結子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

３ AMSC SINGAPORE PTE. LTD.、AMSC ELECTRONICS HONG KONG LTD.および阿姆斯克(上海)貿易有限公司につきましては、売上
高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりませんので主要な損益等の記載を
省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注)1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員であります。 

2. 従来は事務部門に含めて表示しておりました営業のアシスタント業務を行う従業員（当連結会計年度末 52名）を、当連結

会計年度より営業部門に含めて表示しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
  

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)   千シンガ 
ポールドル 

  

AMSC SINGAPORE 
PTE. LTD. 
  

5 SHENTON 
WAY 
SINGAPORE 

500 半導体の販売 75.0 ―

当社から商品を仕入れおよび当社へ
の商品の販売をしております。 
金融機関からの借入れに対し債務保
証をしております。 
出向１名 
役員の兼任１名 

(連結子会社)   千香港ドル   

AMSC ELECTRONICS 
 HONG KONG LTD. 

  

CHEUNG SHA 
WAN ROAD,  
CHEUNG SHA 
 WAN,KOWLOON. 
HONG KONG 

1,000 半導体の販売 57.0 ―

当社から商品を仕入れおよび当社へ
の商品の販売をしております。 
金融機関からの借入れに対し債務保
証をしております。 
仕入先からの買掛金に対し、保証を
行っております。 
出向４名 
役員の兼任１名 

(連結子会社)   千米ドル   

阿姆斯克(上海) 
貿易有限公司 
（注）1 

上海市准海中路
398号世紀巴士
大厦11楼B室 

200 半導体の販売 100.0 ―

当社から商品を仕入れております。 
金融機関からの借入れに対し債務保
証をしております。 
出向２名 
役員の兼任２名 

事業部門等の名称 従業員数 (名) 

営業部門 155 

技術部門 26 

事務部門 23 

合計 204 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

185 37.0 5.8 5,803 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の電子機器業界は、企業収益の改善から設備投資が増加し、また個人消費が緩やかに増加したこ

とにより景気回復が続きました。 

半導体事業に関連する電子機器市場の動向に限りますと、前期後半から始まった在庫調整は終了したものの、民

生・情報・通信分野は最終製品の競争激化による販売価格の下落等もあり、厳しい状況で推移しました。 

このような状況下、当社グループは大手顧客からの関連ビジネスを含めた受注の獲得、顧客の海外生産シフトに

対応したサポート強化などを行ってまいりました。 

この結果、当連結会計年度の連結業績は売上高270億21百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益5億15百万円（前

年同期比5.4％減）、経常利益4億1百万円（前年同期比66.9％増）となりましたが、在庫の評価替えによる在庫評価

損8億19百万円を特別損失に計上したことにより、当期純損失5億91百万円（前年同期は当期純利益1億24百万円）と

なりました。 

売上高をアプリケーション分野別に見ますと、自動車分野はカーナビゲーション向け等が増加し、産業機器分野

は半導体テスター・製造装置分野等が回復し、情報・通信分野は携帯・コードレス電話向けが増加し、デジタルTV

チューナー向けが調整局面から回復に転じました。民生分野はDVDプレイヤー・レコーダー向け、娯楽機器向け等が

減少しました。 

商品別売上高は、アナログ（ANALOG）商品178億61百万円（前年同期比1.5％増）、ロジック（LOGIC）商品18億75

百万円（前年同期比10.1％減）、マイクロプロセッサー（MPU）商品40億90百万円（前年同期比23.5％増）、メモリ

ー（MEM）商品7億58百万円（前年同期比24.6％減）、エイシック（ASIC）商品4億7百万円（前年同期比33.1％

増）、その他商品20億26百万円（前年同期比29.2％増）となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①国内 

日本地域は、顧客の生産拠点の海外への移転が進み、従来国内から子会社を経由していたビジネスの一部を子会

社が直接仕入・販売する形態に移行したことにともない、売上高が減少し192億16百万円（前年同期比8.0％減）、営

業利益3億60百万円（前年同期比28.4％減）となりました。 

②アジア 

国内から移管したビジネスが好調に推移し、特に香港、上海地域が好調に推移した結果、78億4百万円（前年同期

比55.9％増）、営業利益1億46百万円（前年同期比279.3％増）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して5億28百万円増加し、8億49百万円

となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純損失4億24百万円、売上債権の増加等があったものの、

仕入債務の増加、たな卸資産の評価損の計上によるたな卸資産の減少等により7億93百万円の収入（前連結会計年度

は14億30百万円の支出）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入等があったものの、基幹システムの刷新に



よる無形固定資産の取得、有形固定資産の取得等により1億63百万円の支出（前連結会計年度は5百万円の収入）と

なりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により1億65百万円の支出（前連結会計年度は11億87百万

円の支出）となりました。 

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は仕入価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３  主な相手先別の仕入実績割合 

  

  

品目 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

アナログ 
(ANALOG) 

15,629,779 △1.9

ロジック 
(LOGIC) 

1,519,958 △21.7

マイクロプロセッサー 
(MPU) 

3,681,161 10.8

メモリー 
(MEM) 

555,830 △28.3

エイシック 
(ASIC) 

482,146 201.1

その他 1,935,421 39.7 

合計 23,804,297 1.2 

相手先 
当連結会計年度 

仕入高に占める割合(％)  

日本テキサス・インスツルメンツ株式会社 39.9 

エス・ティー・マイクロエレクトロニクス株式会社 19.7 

フリースケール・セミコンダクタ・ジャパン株式会社 13.2 



(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

品目 販売高(千円) 前年同期比(％) 

アナログ 
(ANALOG) 

17,861,748 1.5

ロジック 
(LOGIC) 

1,875,553 △10.1

マイクロプロセッサー 
(MPU) 

4,090,955 23.5

メモリー 
(MEM) 

758,765 △24.6

エイシック 
(ASIC) 

407,517 33.1

その他 2,026,469 29.2 

合計 27,021,011 4.4 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

無錫夏普電子元器件有限公司 2,748,923 10.6 2,535,947 9.4 



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、原油価格の高騰の影響や米国・中国などの海外景気の先行きに不安はあるものの、

半導体市場は、企業収益の改善、個人消費の増加から需要の拡大が期待されます。 

当社グループといたしましては、販売の主力でありますアナログICと戦略商品でありますDSP（デジタル・シグナ

ル・プロセッサー）を中心に、デザイン・イン活動を徹底し、受注の掘り起こしを進めてまいります。収益面では、

顧客の生産拠点の海外シフトが継続することが予想され、サポート体制の強化、物流費用の増加等のコストアップが

見込まれますが、管理効率を高め収益率の改善を図って参ります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事

項は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

（仕入先に関するリスク） 

当社グループは主に海外メーカーから半導体製品の仕入をしておりますが、仕入先上位３社で約7割を占めておりま

す。主な仕入先とは半導体に関する販売代理店契約を締結しております。その契約は概ね1年毎に更新しております

が、契約が更新されない、または途中で契約を解除された場合には、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があり

ます。また、上記仕入先は、外国系大手半導体メーカーであり、安定した売上が見込める一方、日本の大手ユーザー

への納入ルートはほぼ決まっております。当社グループは、新規の顧客を開拓するために、新たな取扱メーカーの開

拓を進め、商品のラインナップを拡充しております。 

（在庫保有に関するリスク） 

当社グループは、顧客へ商品を安定供給するため、半導体製品等のたな卸資産（在庫）を当連結会計年度末で、年

間平均月商の1.8ヶ月にあたる39億42百万円保有しており、半導体市況によっては、これらのたな卸資産が陳腐化し当

社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

（為替に関するリスク） 

顧客の海外生産シフトにともない、海外向け販売が増大しております。その結果、外貨建て取引が増加傾向にあ

り、為替変動による影響が増加しております。為替変動による影響を抑えるため、外貨建ての仕入と売上をバランス

させるほか、為替予約等を利用しておりますが、為替相場の変動により、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性が

あります。 

（キャッシュ・フローの状況の変動） 

当社グループの仕入先である外国系半導体メーカーへの仕入代金の支払は、仕入から概ね30日程度の支払期限とな

っているのに対し、販売先からの商品代金のキャッシュによる回収は、数ヶ月を要するのが取引慣行となっておりま

す。そのため、業容拡大時におけるキャッシュ・フローの状況は、売上債権の拡大に比較して、仕入債務が増加しに

くい状況にあり、営業キャッシュ・フローがマイナスになるなど、営業キャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 
  

  

  

６ 【研究開発活動】 

独自の研究活動はしておりませんが、公的研究機関に開発用機器及び部品を納入するとともに、研究機関に協力し

ながら自社技術の向上に努めております。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（財政状態の分析） 

 当社の主要な事業であります半導体の仕入、販売等の事業活動において、鉛などの有害物質を含んだ半導体製品を

規制する方向にあり、前連結会計年度末においてたな卸資産を49億48百万円保有しておりましたが、財務の健全性を

確保するため、当連結会計年度において鉛を含む半導体製品を中心にたな卸資産の評価替えを行い、8億19百万円をた

な卸資産評価損として特別損失に計上しました。それにより、当連結会計年度末のたな卸資産は39億42百万円となり

ました。上記の特別損失の計上等により、当連結会計年度は当期純損失5億91百万円（前連結会計年度は当期純利益1

億24百万円）となり、自己資本は当連結会計年度末47億70百万円（前連結会計年度末は54億49百万円）、自己資本比

率は当連結会計年度末38.9％（前連結会計年度は47.2％）となりました。 

（経営成績の分析） 

 当連結会計年度の海外売上高比率は42.7％（前連結会計年度は36.0％）と増加傾向にあります。これは、顧客の生

産拠点が海外に移転し、海外でのビジネスが増加しているものであります。当社グループでは、シンガポール、香

港、上海の子会社を通じてこれらの海外ビジネスの商権確保に努めました。その結果、海外子会社の業績が好調に推

移し、当社グループの収益に寄与しました。また、海外売上高の増加に伴い、外貨建て取引が増加傾向にあります

が、為替コントロールの強化により、前連結会計年度は1億86百万円であった為替差損を当連結会計年度は34百万円ま

で縮小することができました。一方、財務の健全性を確保するため、当連結会計年度において鉛を含む半導体製品を

中心にたな卸資産の評価替えを行い、8億19百万円をたな卸資産評価損として特別損失に計上し、当期純損失5億91百

万円となり、今後に課題を残しております。今後の対応策につきましては、社内体制を強化するとともに、システム

面でも平成18年4月より新基幹システムを稼動させ管理を強化しております。 

相手先 
(仕入先) 

契約の種類 主要取扱品目 契約期間 

日本テキサス・インス
ツルメンツ株式会社 

販売代理店契約 
アナログ、ロジック、マイクロプロセ
ッサー、エイシック、その他 

自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日 

フリースケール・セミ
コンダクタ・ジャパン
株式会社 

販売代理店契約 
アナログ、ロジック、マイクロプロ
セッサー、エイシック、その他 

自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日 
（注）自動更新となってお
ります。 

エス・ティー・マイク
ロエレクトロニクス株
式会社 

販売代理店契約 
アナログ、マイクロプロセッサー、
メモリ、その他 

自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日 
（注）自動更新となってお
ります。 

オン・セミコンダクタ
ー株式会社 

販売代理店契約 アナログ、ロジック、その他

自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日 
（注）自動更新となってお
ります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は244百万円であり、その主なものは、基幹システムに係るソフ

トウエア217百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

（平成18年3月31日現在） 

(注) 1 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2 主要な賃借設備の内容は下記のとおりであります。 

  

  

(2) 国内子会社 

該当ありません。 

  

(3) 在外子会社 

主要な設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

帳簿価額 (千円) 従業 
員数 
(名) 建物 

工具器具
備品 

土地
(面積㎡) 

合計

本社 
東京都 
武蔵野市 

本社機能 5,405 31,944 ─ 37,350 153 

独身寮 
東京都 
武蔵野市 

厚生施設 9,749 ─
182,500
(330.57)

192,249 ─ 

事業所名 所在地 設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(千円) 

リース契約残高
(千円) 

本社 
東京都
武蔵野市 

本社基幹シス
テム 

１式
平成16年12月31日
平成22年 3月31日

13,249 54,638

本社 
東京都
武蔵野市 

車両 1台
平成17年 2月23日
平成20年 2月22日

2,005 6,012



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  平成14年６月27日定時株主総会決議 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 20,000,000 

計 20,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株)

(平成18年６月29日) 
上場証券取引所名又

は登録証券業協会名 
内容 

普通株式 5,158,230 5,158,230
ジャスダック

証券取引所 

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

計 5,158,230 5,158,230 ― ― 

  事業年度末現在

（平成18年3月31日） 
提出日の前月末現在

（平成18年5月31日） 
新株予約権の数（個） 62 62

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 62,000 62,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 613 同左

新株予約権の行使期間 平成16年7月1日～平成19年6月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
発行価格 
資本組入額 

 613

307 
同左

新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時

においても、当社または当社の子会社の取締

役、監査役または従業員の地位にあることを

要す。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な事由ある場合はこの限りでは

ない。 
 その他の条件は、株主総会および新株予約

権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権の割り当てを受けたものとの間で締結

する「新株予約権付与契約」で定めるところ

による。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要す

る。 
同左



（注）新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

  

 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済み株式総数から

同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり譲渡価額」にそれぞれ読み替える。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)   ㈲丸栄商事との合併による増減であります。 

丸栄商事１口につき10.9株の新株割当1,411,550株 

合併により取得した自己株式の消却1,403,120株 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・合併の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

    既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金
増減額(千円)

資本金
残高(千円) 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金
残高(千円) 

平成12年９月１日 
(注) 

8,430 5,158,230 △55,000 1,051,740 22,355 1,439,295 



(4) 【所有者別状況】 
平成18年３月31日現在 

(注)  自己株式86,598株は、「個人その他」に865単元、「単元未満株式の状況」に98株含まれております。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

－ 10 12 25 4 － 1,565 1,616 ―

所有株式数 
(単元) 

－ 4,115 272 2,754 802 － 43,638 51,581 130

所有株式数 
の割合(％) 

－ 7.98 0.53 5.34 1.55 － 84.60 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

（注）１ 上記のほか当社所有の自己株式86千株（1.68％）があります。 

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口の保有株式54千株は信託業務にかかる株式であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

栗原 暎子 東京都西東京市 1,108 21.48 

栗原 新太郎 東京都西東京市 1,010 19.58 

栗原 章嘉 東京都小金井市 243 4.71 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 111 2.15 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号 100 1.94 

アルプス電気株式会社 東京都大田区雪谷大塚町1丁目7番 80 1.55 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 80 1.55 

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人）資産管理サービス
信託銀行株式会社 

東京都千代田区内幸町1丁目1番5号
（東京都中央区晴海1丁目8番12号晴海アイラ
ンドトリトンスクエアZ棟） 

70 1.36

フリースケール・セミコンダク
タ・ジャパン株式会社 

東京都港区目黒区下目黒１丁目８番１号 60 1.16

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番3号 54 1.06

計 ―――――― 2,916 56.55 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

― ― 
普通株式 86,500 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,071,600 50,716 ― 

単元未満株式 普通株式 130 ―
1単元（100株）未満の株

式 

発行済株式総数 5,158,230 ― ― 

総株主の議決権 ― 50,716 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数の
合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社アムスク 

東京都武蔵野市中町 
１丁目15番５号 

86,500 ― 86,500 1.68

計 ― 86,500 ― 86,500 1.68 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

  当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

  当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年6月27日開催の第28回定時株主総会及び平成15年6

月27日開催の第29回定時株主総会において、付与対象者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを特別決

議されたものであります。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 なお、第29回定時株主総会において決議されたストックオプションについては、平成16年5月25日開催の取締役会において

新株予約権発行中止の決議をしております。 

（注） 新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における日本証券業協会における当社普通株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、1円未満の端数は切上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の終値

（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1

円未満の端数は切上げる。 

  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる1円未満の端数は切上げる。 

  

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済み株式総数から同日

における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり譲渡価額」にそれぞれ読み替える。 

  

決議年月日 平成14年6月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役  6 

当社の監査役  3 

当社の従業員 11 

当社の子会社の取締役  2 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・合併の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 
× １株当たり時価 

      既発行株式数＋新規発行株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を経営の重要政策とし、安定配当の継続及び配当性向の向上に留意するとともに、総合

的な企業経営基盤の強化及び事業展開に必要な資金を内部留保すべく努力したいと考えています。 

当期(平成18年3月期）におきましては、業績は非常に厳しい状況でありますが、上記の配当方針に基づき、内部留

保7億円を取り崩し、１株当たり15円の普通配当を実施いたしました。この結果、株主資本配当率1.6％となりまし

た。 

内部留保につきましては、商品の需要増に対応した運転資金の需要に備えるとともに、事業の拡大および充実に努

める所存であります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック証

券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,080 635 813 1,030 849 

最低(円) 380 375 380 531 599 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 650 658 772 849 751 740 

最低(円) 618 605 636 720 599 655 



５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 監査役奥田章、監査役玉木祥夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社では、経営の意思決定、業務執行の機能の役割分担を明確にするため、執行役員制度を導入しています。 

執行役員は３名で、営業本部長三品俊一、技術本部長黒坂芳人、管理本部長平井和明で構成されています。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 栗 原 章 嘉 昭和17年６月10日生

昭和50年１月 

  
昭和54年２月 

平成５年６月 
平成９年１月 

丸栄商事株式会社(現株式会社ア

ムスク)取締役営業部長 
当社代表取締役専務 

当社代表取締役副社長 
当社代表取締役社長（現任） 

243

取締役 技術担当 辰 野   功 昭和25年４月26日生

昭和49年４月 

昭和54年２月 
昭和58年２月 

平成５年６月 
平成16年６月 

平成17年６月 

株式会社デジテックス研究所入社 

当社入社 
当社取締役 

当社常務取締役技術担当 
当社常務取締役事業開発担当 

当社取締役（現任） 

30

取締役 事業開発担当 栗 原 新 太 郎 昭和46年５月11日生

平成８年４月 

平成12年１月 

  

平成15年７月 

平成18年６月 

アルプス電気株式会社入社 

ALPS AUTOMOTIVE, INC. DETROIT 

BRANCH出向 

当社入社 

当社取締役（現任） 

1,010

常勤監査役 ― 小 高   弘 昭和19年５月20日生

平成３年２月 

  

平成10年４月 

平成15年４月 

  

平成15年６月 

アルプス電気株式会社 生産本部

長室長 

当社入社 

当社営業管理部QAグループ マネ

ージャー 

当社常勤監査役（現任） 

1

監査役 ― 奥 田   章 昭和14年12月15日生

平成８年６月 

  

平成14年７月 

  

平成15年６月 

東芝ホームテクノ株式会社 常務

取締役経理部長 

株式会社フューチャービジョン 

監査役（現任） 

当社監査役（現任） 

―

監査役 ― 玉 木 祥 夫 昭和36年１月19日生

昭和57年12月 

平成13年１月 

  

平成15年６月 

税理士登録 

株式会社むらずみ経営 代表取締

役社長（現任） 

当社監査役（現任） 

0

計 1,285 



  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスを最重要課題と位置付け、経営の健全性・効率性を高め、株主価値の増大を図

ることを目指しております。コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況は以下のとおりであります。 

（取締役会） 

取締役会は、経営方針・経営戦略の決定機関ならびに業務執行監督機関として、経営責任を負っております。取締

役会は３名、（当事業年度末は、取締役３名、うち社外取締役１名）で構成されております。 

（コーポレートガバナンスの充実に向けた取り組み状況） 

経営環境の変化に迅速に対応するため、前期より取締役の任期を２年から１年に短縮したほか、取締役および監査

役の報酬の透明性を高めるため、営業報告書において、取締役および監査役の報酬額を開示いたしました。また、取

締役会は月１回の定例の取締役会のほか、必要に応じて臨時で取締役会を開催し、当期における取締役会は19回開催

されました。 

（執行役員制度） 

経営の意思決定、業務執行の機能の役割分担を明確にするため、執行役員制度を採用しております。執行役員は取

締役会の決定した方針に従い、取締役会の監督下で業務執行に責任を負っております。執行役員は３名（当事業年度

末は、執行役員３名）であります。 

（監査役監査） 

当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名で、うち２名は社外監査役であります。社外監査役の奥田章

および玉木祥夫は、当社と人的・資本的関係はありません。社外監査役の奥田章は他社の監査役も兼務しておりま

す。社外監査役の玉木祥夫は会計事務所の経営を含めた事業経営を指導する会社を経営する税理士であります。監査

役会は月１回開催され、当期における監査役会は12回開催されました。また、内部監査室、会計監査人と必要に応じ

て会合をもち情報交換を行っております。 

（会計監査人） 

当社は商法および証券取引法に基づく会計監査を監査法人トーマツに委嘱しております。 

（会計監査の状況） 

業務を執行した公認会計士の氏名 

 小  島 洋 太 郎（監査法人トーマツ） 

 齋  藤     淳（監査法人トーマツ） 

監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士  1名 

 会計士補   4名 

（内部監査） 

社内監査体制として、代表取締役社長直属の機関として内部監査室を置き、法令遵守の監督・チェック機能を果

たしております。 

（内部管理体制の整備・運用状況） 

 内部管理体制として、営業本部、技術本部、管理本部と3つの本部を置き、内部牽制が働く組織としておりま

す。また代表取締役社長直属の機関として内部監査室を置き、専任１名体制としております。内部監査室におい

ては、内部監査計画に基づき、子会社を含めた内部監査を行っております。内部監査の結果、社内規程等と運用

が異なるものについて、部門長に改善を指示するとともに、経営のトップに内部監査についての報告書を提出し

ております。また、改善指示をしたものについて、次回以降の内部監査の対象に含め、継続して内部監査してお

ります。 

  



（取締役および監査役に支払った報酬等の額） 

役員報酬の内容 

（注）上記取締役の報酬につきましては、退任取締役3名が含まれております。 

  

（監査報酬の内容） 

監査報酬の内容 

  

取締役 6名 71,185千円 （うち社外取締役3,600千円） 

監査役 3名 16,800千円 （うち社外監査役7,200千円） 

公認会計士法（昭和23年法律第203号）第2条第1項に規定する

業務に基づく報酬 

13,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬 450千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書き

により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成16年４月１日

から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、監査

法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     321,124     849,689   

 ２ 受取手形及び売掛金     4,585,898     5,631,103   

 ３ たな卸資産     4,948,078     3,942,917   

 ４ 未収消費税     281,099     309,624   

 ５ 繰延税金資産     84,809     142,761   

 ６ その他 ※４   307,416     319,565   

   貸倒引当金     △238     △239   

   流動資産合計     10,528,189 91.1   11,195,422 91.3 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

  (1) 建物   37,403     38,090     

    減価償却累計額   19,521 17,881   21,551 16,538   

  (2) 車両運搬具   15,484     16,950     

    減価償却累計額   5,026 10,458   8,892 8,058   

  (3) 工具器具備品   255,186     232,268     

    減価償却累計額   181,965 73,221   195,400 36,867   

  (4) 土地     184,184     184,184   

   有形固定資産合計     285,746 2.5   245,649 2.0 

 ２ 無形固定資産               

  (1) ソフトウェア     38,955     16,466   

  (2) ソフトウェア仮勘定     55,000     270,224   

  (3) 電話加入権     6,742     6,742   

   無形固定資産合計     100,698 0.9   293,434 2.4 

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券     314,647     258,484   

  (2) 長期貸付金     9,726     8,288   

  (3) 繰延税金資産     83,964     62,981   

  (4) 繰延ヘッジ損失     67,007     30,443   

  (5) その他     165,654     163,233   

    貸倒引当金     △1,431     △627   

   投資その他の資産合計     639,568 5.5   522,804 4.3 

   固定資産合計     1,026,013 8.9   1,061,888 8.7 

   資産合計     11,554,202 100.0   12,257,311 100.0 

  
  

   
  
  
  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               



Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     947,052     2,189,511   

２ 短期借入金     4,125,935     4,180,973   

３ 未払法人税等     99,259     158,713   

４ 賞与引当金     138,514     125,724   

５ その他     117,385     224,724   

流動負債合計     5,428,146 47.0   6,879,646 56.1 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     300,000     300,000   

２ 退職給付引当金     29,909     －   

３ 役員退職慰労引当金     248,056     240,921   

４ デリバティブ債務 
    （為替予約） 

   26,899 －  

５ デリバティブ債務 
    （金利スワップ） 

   40,108 1,689  

固定負債合計     644,972 5.6   542,610 4.5 

負債合計     6,073,118 52.6   7,422,256 60.6 

(少数株主持分)               

少数株主持分     31,604 0.2   64,421 0.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※２   1,051,740 9.1   1,051,740 8.6 

Ⅱ 資本剰余金     1,439,295 12.4   1,439,295 11.7 

Ⅲ 利益剰余金     2,953,994 25.6   2,286,537 18.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     69,094 0.6   51,934 0.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △6,217 △0.0   △445 △0.0 

Ⅵ 自己株式 ※３   △58,428 △0.5   △58,428 △0.5 

資本合計     5,449,478 47.2   4,770,633 38.9 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

   11,554,202 100.0 12,257,311 100.0

        
        



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     25,885,038 100.0   27,021,011 100.0 

Ⅱ 売上原価     22,782,175 88.0   23,990,128 88.8 

   売上総利益     3,102,862 12.0   3,030,882 11.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 １ 荷造運搬費   262,872     276,026     

 ２ 広告宣伝費   13,922     11,415     

 ３ 旅費交通費   153,503     142,060     

 ４ 役員報酬   125,594     92,361     
 ５ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

  2,740 ―    

 ６ 従業員給与・諸手当   999,108     1,048,299     

 ７ 賞与引当金繰入額   136,522     125,724     

 ８ 退職給付費用   26,353     7,209     

 ９ 福利厚生費   187,773     197,078     

 10 賃借料   183,603     196,359     

 11 交際接待費   50,069     40,645     

 12 消耗品費   19,746     19,750     

 13 減価償却費   69,808     47,016     

 14 その他   326,901 2,558,522 9.9 311,819 2,515,767 9.3 

   営業利益     544,339 2.1   515,115 1.9 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   990     6,872     

 ２ 金利スワップ評価益   －     33,103     

 ３ 受取配当金   3,393     3,539     

 ４ その他   4,383 8,766 0.0 4,620 48,134 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息    79,838     104,351     

２ コミットメント手数料   14,460     －     

 ３ 手形売却損   8,746     4,215     

 ４ 売掛債権売却損   9,801     7,555     

 ５ 為替差損   186,888     34,786     

 ６ その他   12,838 312,574 1.2 10,972 161,881 0.6 

   経常利益     240,532 0.9   401,368 1.5 

Ⅵ 特別利益               

 １ 固定資産売却益 ※１ 525     －     

 ２ 投資有価証券売却益   86,072     33,364     

 ３ 退職給付制度移行利益   －     12,018     

 ４ 会員権売却益   28     9,980     

 ５ 貸倒引当金戻入益   3,799 90,426 0.4 － 55,363 0.2 

Ⅶ 特別損失               

 １ たな卸資産評価損   12,386     819,330     

 ２ たな卸資産除却損   39,052     －     

 ３ 固定資産除売却損 ※２ 72     17,392     

 ４ 投資有価証券評価損   ―     13,999     

 ５ 減損損失 ※３ ―     29,600     

 ６ 会員権評価損   2,300     1,406     

 ７ 会員権売却損   1,185 54,997 0.2 － 881,730 3.3 

   税金等調整前当期純利益

又は税金等調整前当期純

損失(△) 

    275,961 1.1   △424,997 △1.6 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

  134,576 162,066    

   法人税等調整額   6,227 140,803 0.5 △25,195 136,871 0.5 

   少数株主利益     10,985 0.1   29,513 0.1 

   当期純利益又は当期純損

失(△) 
    124,172 0.5   △591,382 △2.2 

                



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,439,295   1,439,295 

            

Ⅱ 資本剰余金期末残高     1,439,295   1,439,295 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,906,457   2,953,994 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

  当期純利益   124,172 124,172 ― ― 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

当期純損失   ―   591,382   

  配当金   75,894   76,074   

  自己株式処分差損   740 76,634 ― 667,457 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     2,953,994   2,286,537 

            



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

 １ 税金等調整前当期純利益 

又は税金等調整前当期純損失(△) 
  275,961 △424,997 

 ２ 減価償却費   69,808 47,016 

 ３ 減損損失   － 29,600 

 ４ 貸倒引当金の減少額   △2,569 △802 

 ５ 賞与引当金の増減額（減少：△）   24,741 △12,790 

 ６ 退職給付引当金の増減額（減少：△）   1,188 △29,909 

 ７ 役員退職慰労引当金の減少額   △44,627 △7,135 

 ８ 受取利息及び受取配当金   △4,383 △10,411 

 ９ 支払利息   79,838 104,351 

 10 為替差損益（差益：△）   △1,850 60,368 

 11 投資有価証券売却益   △86,072 △33,364 

 12 売上債権の増加額   △247,044 △922,262 

 13 たな卸資産の減少額   115,994 1,059,656 

 14 仕入債務の増減額（減少：△）   △1,077,807 1,094,832 

 15 未収入金の増加額   △363,976 △28,641 

 16 その他   4,487 65,360 

    小計   △1,256,311 990,871 

 17 利息及び配当金の受取額   4,383 10,411 

 18 利息の支払額   △68,085 △100,891 

 19 法人税等の支払額   △110,062 △106,421 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,430,075 793,970 

        

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

 １ 有形固定資産の取得による支出   △35,681 △17,445 

 ２ 無形固定資産の取得による支出   △65,937 △196,493 

 ３ 投資有価証券の取得による支出   △6,368 △5,066 

 ４ 投資有価証券の売却による収入   114,222 51,660 

 ５ その他   △495 3,769 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   5,740 △163,576 

        

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

 １ 短期借入金の純増減額（純減少額：△）   956,389 △90,167 

 ２ 長期借入れによる収入   300,000 － 

 ３ 配当金の支払額   △76,070 △75,248 

 ４ 自己株式の売却による収入   7,356 － 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   1,187,674 △165,416 

        

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   2,932 63,588 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   △233,727 528,565 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   554,851 321,124 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   321,124 849,689 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    ３社 

子会社３社はすべて連結されており

ます。 

 当該子会社は次のとおりでありま

す。 

  AMSC SINGAPORE PTE. LTD. 

  AMSC ELECTRONICS  

      HONG KONG LTD. 

阿姆斯克（上海）貿易有限公司 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

――― ――― 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

  

連結子会社の決算日現在の財務諸表を

使用しております。なお、連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

会社名 決算日 

阿 姆 斯 克（上

海）貿易有限公

司 

12月31日 

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

  

連結子会社のうち阿姆斯克（上海）貿

易有限公司の決算日は12月31日であり

ます。 

連結財務諸表の作成にあたっては、従

来は、同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引

について連結上必要な調整を行ってお

りましたが、仮決算体制が整いました

ので、当連結会計年度から連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

 同左 

   ②デリバティブ 

   時価法 

 ②デリバティブ 

  同左 

   ③たな卸資産 

  商品：主として移動平均法による

原価法 

 ③たな卸資産 

  同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

  主として定率法によっておりま

す。 

  なお、取得価額10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、

３年間で均等償却しております。 

  主な耐用年数は次のとおりです。 

建物 ６～29年 

車両運搬具 ６年 

工具器具備品 ３～10年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

主として定率法によっておりま

す。 

  なお、取得価額10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、

３年間で均等償却しております。 

  主な耐用年数は次のとおりです。 

建物 ６～29年 

車両運搬具 ５年 

工具器具備品 ３～10年 

   ②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用分)：社内

における利用可能期間(５年)に基

づく定額法 

 ②無形固定資産 

  同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績繰入率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、当社は一般債権については

貸倒実績繰入率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

また、在外連結子会社は、主とし

て特定の債権について回収不能見

込額を計上しております。 

   ②賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額基準により計上してお

ります。 

 ②賞与引当金 

  同左 

   ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の額に基づ

き、当連結会計年度において発生

している額を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

  ――― 

   

  

  

  

（追加情報） 

  当社は、平成18年３月に適格退職

年金制度の全部について確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を

適用しております。本移行に伴う

利益12,018千円を「退職給付制度

移行利益」として特別利益に計上

しております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づ

く連結会計年度末要支給額を計上

しております。 

（追加情報） 

取締役会決議により、平成16年６

月29日以降の役員退職慰労金の積

み増しを凍結することといたしま

した。 

 ④役員退職慰労引当金 

取締役会決議により、平成16年６

月29日以降の役員退職慰労金の積

み立てを凍結し、その後平成18年

３月31日をもって役員退職慰労金

制度を廃止したため、平成16年６

月28日以前から在籍している取締

役について、制度廃止以前の役員

退職慰労金規定に基づく同日以前

の在任期間に係る支給見込額を計

上しております。 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

の資産・負債・収益及び費用は、

在外子会社の決算日の直物為替相

場により円換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

の資産・負債・収益及び費用は、

在外子会社の連結決算日の直物為

替相場により円換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

  同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   金利スワップ、為替予約 

  ヘッジ対象 

   借入金、買掛金 

 ③ヘッジ方針 

   デリバティブ取引に関する社内

規定に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金利

変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間においてヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

  

 ③ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  

  

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

  消費税及び地方消費税の会

計     

   処理は、税抜方式によってお 

   ります。 

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

  同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

該当事項ありません。 同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

該当事項ありません。 同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これにより税金等調整前当期

純損失が29,600千円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき該当各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めてお

りました「未収消費税」は、その重要性が増してきたた

め、当連結会計年度より区分掲記することといたしまし

た。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる「未収

消費税」の金額は135,379千円であります。 

――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで、営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「未収入金の増加

額」は重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる「未収

入金の増加額」の金額は75,016千円であります。 

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

項目 
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

 １ 受取手形割引高 

   受取手形裏書譲渡高 

 ※２ 発行済株式の種類及び

株数 

 ※３ 保有する自己株式の数 

  

  

 ※４  手形債権売却に伴う支

払留保額 

当社の発行済株式総数は普通株式

5,158,230株であります。 

連結会社が保有する連結財務諸表提出

会社の株式の数は、普通株式86,598株

であります。 

――― 

  909,960千円

  20,603千円

当社の発行済株式総数は普通株式

5,158,230株であります。 

連結会社が保有する連結財務諸表提出

会社の株式の数は、普通株式86,598株

であります。 

「その他」には、手形債権売却に伴う

支払留保額188,478千円が含まれており

ます。  

  ―

  44,268千円

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内容 

  
車両運搬具 525千円   ― 

※２ 固定資産除売却損の内

容 

  

  

工具器具備品 72千円 

  

工具器具備品 152千円 

ソフトウエア 17,239千円 

※３ 減損損失 ――― 当連結会計年度において、当社グルー

プは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

（資産のグルーピングの方法） 

当社グループは管理会計上の事業区分

に基づき資産のグルーピングを行って

おります。なお遊休資産については、

個々の資産単位でグルーピングを行っ

ております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

当社グループは、半導体製造販売分野

への進出の為に当該資産を先行的に取

得しましたが、経済環境が変化したこ

と等により、投資の回収が困難である

と判断しました。その為、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（29,600千円）として特別

損失に計上しております。  

なお、当該資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しており、売却

見込額により評価しております。 

場所 

  

用途 種類 減損  

損失 

（千円） 

委託加工

先 

遊休資産 工具器具

備品 

29,600 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲



  

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 321,124千円

現金及び現金同等物 321,124千円

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 849,689千円

現金及び現金同等物 849,689千円



(リース取引関係) 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び期末  

  残高相当額 

  

  
車両運
搬具 

工具器
具 
備品 

合計

取得価額 
相当額 

7,858
千円

62,602
千円

70,461
千円

減価償却 
累計額相
当額 

278
千円

3,974
千円

4,253
千円

期末残高 
相当額 

7,580
千円

58,627
千円

66,208
千円

（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び期末  

  残高相当額 

  
車両運
搬具 

工具器
具 
備品 

合計 

取得価額
相当額 

7,858
千円 

66,983
千円 

74,842 
千円 

減価償却
累計額相
当額 

1,947
千円 

16,191
千円 

18,138 
千円 

期末残高
相当額 

5,910
千円 

50,792
千円 

56,703
千円 

  

  

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15,302千円

１年超 58,850千円

合計 74,152千円

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16,518千円

１年超 46,504千円

合計 63,022千円

  (3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 1,856千円

減価償却費相当額 5,685千円

支払利息相当額 93千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 15,255千円

減価償却費相当額 13,885千円

支払利息相当額 1,319千円

  (4)減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

 利息相当額の算定方法 

  同左 

  （貸主側） 

工具器具備品 

未経過リース料期末残高相当額 

  

（注）上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取

引は概ね同一条件で第三者に

リースしているので、ほぼ同

額の残高が上記借主側未経過

リース料期末残高相当額に含

まれております。 

１年内 1,809千円

１年超 2,563千円

合計 4,373千円

（貸主側） 

工具器具備品 

未経過リース料期末残高相当額 

  

（注）上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取

引は概ね同一条件で第三者に

リースしているので、ほぼ同

額の残高が上記借主側未経過

リース料期末残高相当額に含

まれております。 

１年内 1,809千円

１年超 754千円

合計 2,563千円



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成17年３月31日) 

  

  

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 45,051 161,790 116,739

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 1,098 856 △242

         合計          46,149 162,647 116,497 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

114,222 86,072 － 

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

  非上場株式 152,000 



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年３月31日) 

  

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について13,999千円減損処理を行っています。 

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 31,208 119,195 87,987

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 1,710 1,288 △421

         合計          32,919 120,484 87,565 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

51,660 33,364 － 

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

  非上場株式 138,000 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

  当社は、通常の営業過程における輸入取引の為替

相場変動によるリスクを軽減するため、先物為替

予約取引を行っております。 

  また、当社は、変動金利の借入金の調達資金を固

定金利の資金調達に換えるため、金利スワップ取

引を行っております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

  

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    デリバティブ取引 

   ヘッジ対象 

    相場変動等による損失の可能性があり、相場変

動等が評価に反映されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変動が回避される

もの。 

②ヘッジ方針 

   通貨関連におけるデリバティブ取引については、

主としてドル建ての仕入契約をヘッジするための

ものであります。金利関連のデリバティブ取引に

ついては、現在変動金利を固定金利に変換する目

的で金利スワップ取引を利用しているのみであり

ます。 

③ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いてヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

  当社は、通常の営業過程における輸入取引の為替

相場変動によるリスクを軽減するため、先物為替

予約取引を行っておりましたが、当連結会計年度

において同取引契約は終了致しました。 

また、当社は、変動金利の借入金の調達資金を固

定金利の資金調達に換えるため、金利スワップ取

引を行っておりますが、当連結会計年度において

ヘッジ会計の要件が満たされなくなったことか

ら、繰延ヘッジ処理の適用を中止しております。 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

    

  

  

  

  

  

②ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  通貨関連におけるデリバティブ取引については、

主としてドル建ての仕入契約をヘッジするための

ものであり、投機目的のためのデリバティブ取引

は行わない方針であります。 

  金利関連のデリバティブ取引については、現在、

変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワッ

プ取引を利用しているのみであります。投機目的

の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取

引は行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

  同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  通貨関連における為替予約取引には、為替相場の

変動によるリスクを有しております。 

  金利関連における金利スワップ取引においては、

市場金利の変動によるリスクを有しております。 

  通貨関連及び金利関連とも当社のデリバティブ取

引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行

であるため、取引先の契約不履行によるいわゆる

信用リスクは、ほとんどないと判断しています。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  同左 



  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

金利スワップ取引、為替予約取引を行っておりますが、すべてヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ

取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

金利関連 

（注）1 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示

すものではありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は、「職務権限

規程」にもとづく決裁のもとで、経理部において

行っており、当該取引の時価の変動を把握し、毎

月その結果を担当役員へ報告する等のリスク管理

を実施しております。 

  なお、金利スワップ契約の締結は取締役会の決議

事項となります。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

  同左 

区分 種類 当連結会計年度末（平成18年３月31日） 

契約額等 

（千円） 

契約額等のうち 1

年超（千円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

市場取引以外の

取引 

金利スワップ取引 

受取変動・支払固定 
1,500,000 1,500,000 △1,689 33,103 

合計 1,500,000 1,500,000 △1,689 33,103 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

  当社の退職給付制度は、勤続期間が３年以上の従業

員が退職する場合、社内規程に基づき、退職金を支払

うこととなっております。この退職金の支払いに備え

るため適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行って

います。 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付年金制度として適格退職年金制度

を採用しておりましたが、平成18年3月に適格退職年

金制度の全部について確定拠出年金制度へ移行いたし

ました。 

(2) 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

（注）退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用し

ております。 

退職給付債務 △153,029千円

年金資産 123,120千円

退職給付引当金 △29,909千円

   

(2) 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

当社は、平成18年3月に適格退職年金制度の全部に

ついて確定拠出年金制度へ移行したため、当連結会

計年度末における退職給付債務はありません。な

お、制度の移行に伴う影響額は次のとおりでありま

す。 

（注）退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用し

ております。 

退職給付債務 169,236千円

年金資産 △157,217千円

退職給付引当金 12,018千円

   

(3) 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 26,353千円

退職給付費用合計 26,353千円

   

(3) 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 4,732千円

確定拠出年金への掛金 2,476千円

退職給付費用 7,209千円

（注）確定拠出年金制度への移行に伴い「退職給

付制度移行利益」として12,018千円を特別

利益に計上しております。 

  



(税効果会計関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 未払事業税 13,706千円 

 賞与引当金 56,361千円 

 法定福利費否認額 6,059千円 

 在庫評価損否認額 5,039千円 

 その他 3,643千円 

 繰延税金資産(流動)合計 84,809千円 

繰延税金資産(固定)   

 会員権評価損否認額 7,092千円 

 退職給付引当金 12,170千円 

 役員退職慰労引当金 100,933千円 

ソフトウエア否認額 197千円 

減価償却費否認額 18,066千円 

 繰越欠損金 3,540千円 

 小計 142,000千円 

 評価性引当額 △10,632千円 

 繰延税金資産(固定)合計 131,367千円 

繰延税金資産の合計 216,177千円 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 47,402千円 

 繰延税金負債(固定)合計 47,402千円 

繰延税金資産の純額 168,774千円 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産
の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 84,809千円 

固定資産－繰延税金資産 83,964千円 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 未払事業税 13,296千円 

 賞与引当金 51,157千円 

 法定福利費否認額 5,622千円 

 在庫評価損否認額 367,504千円 

 未払金否認額 3,397千円 

 その他 8,162千円 

 繰延税金資産(流動)小計 449,140千円 

 評価性引当額 △306,378千円 

 繰延税金資産(流動)合計 142,761千円 

繰延税金資産(固定)   

 会員権評価損否認額 2,329千円 

 役員退職慰労引当金 98,030千円 

ソフトウエア否認額 581千円 

減価償却費否認額 18,066千円 

減損損失 12,044千円 

 小計 131,052千円 

 評価性引当額 △32,440千円 

 繰延税金資産(固定)合計 98,611千円 

繰延税金資産の合計 241,373千円 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 35,630千円 

 繰延税金負債(固定)合計 35,630千円 

繰延税金資産の純額 205,742千円 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産
の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 142,761千円 

固定資産－繰延税金資産 62,981千円 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％ 

 (調整)   

 交際費等永久に損金に算入
されない項目 

6.37％ 

 住民税均等割額 3.12％ 

 評価性引当額の増減 2.57％ 

 海外連結子会社の税率差異 △2.97％ 

 その他 1.24％ 

 税効果会計適用後の法人税
等の負担率 

51.02％ 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％ 

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

△3.21％ 

 住民税均等割額 △2.03％ 

 評価性引当額の増減 △78.05％ 

 海外連結子会社の税率差異 8.86％ 

 その他 1.53％ 

税効果会計適用後の法人税
等の負担率 

△32.21％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社は、電子機器・部品の販売事業の単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント

情報は記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

      アジア・・・シンガポール・香港・中国 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

      アジア・・・シンガポール・香港・中国 

  

  日本 アジア 計 消去又は全社 連結 

売上高 
（１）外部顧客に対する

売上高(千円) 20,877,742 5,007,296 25,885,038 － 25,885,038
（２）セグメント間の内

部売上高又は振替
高（千円） 

4,461,728 315,564 4,777,292 （4,777,292） － 

計 25,339,470 5,322,860 30,662,331 （4,777,292） 25,885,038 

営業費用（千円） 24,835,267 5,284,270 30,119,538 （4,778,839） 25,340,698 

営業利益（千円） 504,203 38,589 542,793 1,546  544,339 

資産（千円） 10,866,789 1,890,269 12,757,058 （1,202,856） 11,554,202 

  日本 アジア 計 消去又は全社 連結 

売上高 
（１）外部顧客に対する

売上高(千円) 19,216,211 7,804,799 27,021,011 － 27,021,011
（２）セグメント間の内

部売上高又は振替
高（千円） 

5,565,404 311,423 5,876,827 （5,876,827） － 

計 24,781,615 8,116,223 32,897,838 （5,876,827） 27,021,011 

営業費用（千円） 24,420,839 7,969,838 32,390,677 （5,884,781） 26,505,896 

営業利益（千円） 360,775 146,385 507,160 7,954  515,115 

資産（千円） 11,755,020 2,292,789 14,047,810 （1,790,498） 12,257,311 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

（1）アジア・・・シンガポール・香港・中国 

（2）その他の地域・・・アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

（1）アジア・・・シンガポール・香港・中国 

（2）その他の地域・・・アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

    アジア（千円） その他地域（千円） 計（千円） 

Ⅰ  海外売上高 8,945,862 383,985 9,329,848 

Ⅱ  連結売上高 ― ― 25,885,038 

Ⅲ  連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

34.6 1.5 36.0 

    アジア（千円） その他地域（千円） 計（千円） 

Ⅰ  海外売上高 10,988,447 542,256 11,530,704 

Ⅱ  連結売上高 － － 27,021,011 

Ⅲ  連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

40.7 2.0 42.7 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

（注）取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 当社商品の販売について、価格その他の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によってお

ります。 

(2) 商品の購入については、福興システム㈱が他の取引先に提示している取引条件と同一の条件で取引しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

（注）取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 当社商品の販売について、価格その他の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によってお

ります。 

(2) 商品の購入については、福興システム㈱が他の取引先に提示している取引条件と同一の条件で取引しておりま

す。 

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等 

福興 
シ ス テ
ム㈱ 

東京都 
千代田 
区 

10,000

電 子 機 器
の 設 計、
製 造 並 び
に販売 

― 兼任１名
商品の
仕入・ 
販売 

商品の販売 
  

2,470 売掛金 545

商品の購入 
  

2,456 買掛金 253

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等 

福興 
シ ス テ
ム㈱ 

東京都 
千代田 
区 

10,000

電 子 機 器
の 設 計、
製 造 並 び
に販売 

― 兼任１名
商品の
仕 入・
販売 

商品の販売 
  

2,371 売掛金 328

商品の購入 
  

10 買掛金 ―



(１株当たり情報) 

  

（注） １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,074円 50銭 940円 65銭 

１株当たり当期純利益 

又は１株当たり当期純損失（△） 

24円 50銭 △116円 61銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

24円 46銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 

又は当期純損失（△） 

124,172 △591,382 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
― ― 

普通株式に係る当期純利益又

は当期純損失（千円） 
124,172 △591,382 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
5,067,254 5,071,632 

潜在株式調整後1株当たり当期

純利益の算定に用いられた当

期純利益調整額（千円） 

― ― 

潜在株式調整後1株当たり当期

純利益の算定に用いられた普

通株式増加数の主要な内訳

（株） 

新株予約権 

  

  

  

  

9,035 

  

  

  

  

― 

希薄化効果を有しないため潜

在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

― 新株予約権１種類 

（新株予約権62個） 

詳細については「第４提出

会社の状況、1 株式等の

状況、(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注)1.「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

2. 長期借入金の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 前期末残高(千円) 当期末残高(千円) 平均利率(％) 返済期限 

短期借入金 4,125,935 4,180,973 2.85 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

300,000 300,000 1.05 平成19年10月31日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 4,425,935 4,480,973 2.73 ― 

区分 １年超２年以内 

長期借入金（千円） 300,000 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     501,430     624,134   

 ２ 受取手形       249,359     401,495   

 ３ 売掛金 ※１   4,391,492     5,562,192   

 ４ 商品     4,068,901     3,353,037   

 ５ 前払費用     34,239     28,831   

 ６ 繰延税金資産     81,166     134,599   

 ７ 未収入金 ※７   187,312     222,276   

 ８ 未収消費税     281,099     309,624   

 ９ その他     5,907     12,405   

   貸倒引当金     △238     △239   

   流動資産合計     9,800,671 90.2   10,648,358 90.6. 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

  (1) 建物   37,403     38,090     

    減価償却累計額   19,521 17,881   21,551 16,538   

  (2) 工具器具備品   241,135     216,350     

    減価償却累計額   172,669 68,466   183,290 33,060   

  (3) 土地     184,184     184,184   

   有形固定資産合計     270,533 2.5   233,783 2.0 

 ２ 無形固定資産               

  (1) ソフトウェア     38,717     16,296   

  (2) ソフトウェア仮勘定     55,000     270,224   

  (3) 電話加入権     6,742     6,742   

   無形固定資産合計     100,459 0.9   293,263 2.5 

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券     314,647     258,484   

  (2) 関係会社株式     33,150     33,150   

  (3) 関係会社出資金     24,012     24,012   

  (4) 従業員に対する 
長期貸付金 

   9,726 8,288 

  (5) 更生債権等     102     102   

  (6) 繰延税金資産     83,964     62,981   

  (7) 敷金・保証金     134,409     133,370   

  (8) 繰延ヘッジ損失     67,007     30,443   

   (9) その他     29,535     29,408   

    貸倒引当金     △1,431     △627   

   投資その他の資産合計     695,123 6.4   579,615 4.9 

   固定資産合計     1,066,117 9.8   1,106,662 9.4 

   資産合計     10,866,789 100.0   11,755,020 100.0 



  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

 １ 買掛金     954,424     2,085,083   

 ２ 短期借入金     3,450,000     3,957,720   

 ３ 未払費用     94,976     118,221   

 ４ 未払法人税等     95,494     144,492   

 ５ 賞与引当金     138,514     125,724   

 ６ その他     12,506     90,214   

   流動負債合計     4,745,916 43.7   6,521,455 55.5 

Ⅱ 固定負債               

 １ 長期借入金     300,000     300,000   

 ２ 退職給付引当金     29,909     －   

 ３ 役員退職慰労引当金     248,056     240,921   

 ４ デリバティブ債務 
   (為替予約) 

   26,899 －  

 ５ デリバティブ債務 
   (金利スワップ) 

   40,108 1,689  

   固定負債合計     644,972 5.9   542,610 4.6 

   負債合計     5,390,888 49.6   7,064,066 60.1 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   1,051,740 9.7   1,051,740 9.0 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金     1,439,295     1,439,295   

   資本剰余金合計     1,439,295 13.2   1,439,295 12.2 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 利益準備金     66,854     66,854   

 ２ 任意積立金               

     （1）別途積立金   2,727,500 2,727,500   2,727,500 2,727,500   

 ３ 当期未処分利益 

   又は当期未処理損失(△) 
    179,844     △587,941   

   利益剰余金合計     2,974,198 27.4   2,206,412 18.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     69,094 0.6   51,934 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※３   △58,428 △0.5   △58,428 △0.5 

   資本合計     5,475,900 50.4   4,690,954 39.9 

   負債・資本合計     10,866,789 100.0   11,755,020 100.0 

        



② 【損益計算書】 

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   25,339,470 100.0   24,781,615 100.0 
Ⅱ 売上原価               
 １ 期首商品たな卸高   4,667,972     4,068,901     
 ２ 当期商品仕入高   21,853,939     22,245,858     
   合計   26,521,912     26,314,760     
 ３ 他勘定振替高 ※２ ―     819,330     
 ４ 期末商品たな卸高   4,068,901 22,453,010 88.6 3,353,037 22,142,392 89.3 
   売上総利益     2,886,460 11.4   2,639,223 10.7 
Ⅲ 販売費及び一般管理費               
 １ 荷造運搬費   226,024     224,431     
 ２ 広告宣伝費   13,922     11,415     
 ３ 旅費交通費   142,397     124,010     
 ４ 役員報酬   117,585     80,850     
 ５ 役員退職慰労引当金繰入額   2,740     －     
 ６ 従業員給与・諸手当   946,508     976,205     
 ７ 賞与引当金繰入額   127,883     125,724     
 ８ 退職給付費用   26,353     7,209     
 ９ 福利厚生費   181,148     181,192     
 10 賃借料   164,602     172,234     
 11 交際接待費   43,171     33,045     
 12 消耗品費   18,775     17,808     
 13 減価償却費   64,841     41,711     
 14 その他   306,303 2,382,257 9.4 282,607 2,278,447 9.2 
   営業利益     504,203 2.0   360,775 1.5 
Ⅳ 営業外収益               
 １ 受取利息   839     1,189     
 ２ 受取配当金   3,393     3,539     
 ３ 金利スワップ評価益   －     33,103     
 ４ その他   4,418 8,650 0.0 4,109 41,940 0.1 
Ⅴ 営業外費用               
 １ 支払利息   62,484     84,314     
 ２ コミットメント手数料   14,460     －     
 ３ 手形売却損   8,746     4,215     
 ４ 売掛債権売却損   9,801     7,555     
 ５ 為替差損   185,431     40,499     
 ６ その他   9,715 290,639 1.1 10,948 147,533 0.6 
   経常利益     222,213 0.9   255,183 1.0 
Ⅵ 特別利益               
 １ 固定資産売却益 ※３ 525     －     
 ２ 投資有価証券売却益   86,072     33,364     
 ３ 退職給付制度移行利益   －     12,018     
 ４ 会員権売却益   28     9,980     
 ５ 貸倒引当金戻入額   3,799 90,426 0.3 － 55,363 0.2 
Ⅶ 特別損失               
 １ たな卸資産評価損   12,386     819,330     
 ２ たな卸資産除却損   39,052     －     
 ３ 固定資産除売却損 ※４ 72     17,392     
 ４ 投資有価証券評価損   ―     13,999     
 ５ 減損損失 ※５ ―     29,600     
 ６ 会員権評価損   2,300     －     
 ７ 会員権売却損   1,185 54,997 0.2 － 880,323 3.5 
   税引前当期純利益 
   又は税引前当期純損失(△) 

    257,643 1.0   △569,776 △2.3 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

130,557 142,611   

   法人税等調整額   5,829 136,386 0.5 △20,676 121,935 0.5 
   当期純利益 
   又は当期純損失(△) 

    121,256 0.5   △691,711 △2.8 

   前期繰越利益     59,328     103,770   
   自己株式処分差損     740     －   
   当期未処分利益  
   又は当期未処理損失(△) 

    179,844     △587,941   



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月28日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 

  又は当期未処理損失(△) 

    179,844   △587,941 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

  別途積立金取崩額   － － 700,000 700,000 

合計     179,844   112,058 

Ⅲ 利益処分額           

   配当金   76,074 76,074 76,074 76,074 

Ⅳ 次期繰越利益     103,770   35,984 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 移動平均法による原

価法 

(2)その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 同左 

  

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

  同左 

  

  

  

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

(1)デリバティブ 

   時価法 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品：移動平均法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産：主として定率法 

なお、取得価額10万円

以上20万円未満の減価

償却資産については、

３年間で均等償却して

おります。 

       主な耐用年数は次のと

おりです。 

建物 ６～29年 

車両運搬具 ６年 

工具器具備品 ３～10年 

(1)有形固定資産：主として定率法 

なお、取得価額10万円

以上20万円未満の減価

償却資産については、

３年間で均等償却して

おります。 

       主な耐用年数は次のと

おりです。 

建物 ６～29年 

工具器具備品 ３～10年 

  (2)無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)：社内

における利用可能期間(５年)に基

づく定額法 

(2)無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)：同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 



  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績繰入率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額基準により計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の額に基づき、当

事業年度において発生している額

を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

  ― 

  

  

  

  

  （追加情報） 

  当社は、平成18年３月に適格退職

年金制度の全部について確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を

適用しております。本移行に伴う

利益12,018千円を「退職給付制度

移行利益」として特別利益に計上

しております。 

  

  

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

取締役会決議により、平成16年６

月29日以降の役員退職慰労金の積

み増しを凍結することといたしま

した。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  取締役会決議により、平成16年６

月29日以降の役員退職慰労金の積

み立てを凍結し、その後平成18年

３月31日をもって役員退職慰労金

制度を廃止したため、平成16年６

月28日以前から在籍している取締

役について、制度廃止以前の役員

退職慰労金規定に基づく同日以前

の在任期間に係る支給見込額を計

上しております。 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

金利スワップ、為替予約 

  ヘッジ対象 

借入金、買掛金 

(3)ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する社内規

定に基づき、ヘッジ対象に係る為

替相場変動リスク及び金利変動リ

スクを一定の範囲内でヘッジして

おります。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

 (3)ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



  

とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。 

９ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



  
会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― 固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。これにより税引前当期純損失が

29,600千円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで流動資産の「未収入金」に含めて表示

しておりました「未収消費税」については、当期におい

て重要性が増したため、当期より区分掲記することとい

たしました。 

 なお、前事業年度の「未収消費税」は135,379千円で

あります。 

  

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  
  

区分 
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に対する債

権、債務 

売掛金 949,004千円

   

売掛金 1,636,038千円

   

※２ 会社が発行する株式の

総数 

普通株式        20,000,000株 

但し、定款の定めにより株式の消却が

行われた場合には、会社が発行する株

式について、これに相当する株式数を

減ずることとなっております。 

普通株式        20,000,000株 

但し、定款の定めにより株式の消却が

行われた場合には、会社が発行する株

式について、これに相当する株式数を

減ずることとなっております。 

   発行済株式の総数 普通株式        5,158,230株 普通株式        5,158,230株 

※３ 自己株式 当社が保有する自己株式の数は、普通

株式86,598株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通

株式86,598株であります。 

 ４ 保証債務 関係会社の金融機関からの借入金に対

し、次のとおり保証を行っておりま

す。 

――― 

AMSC SINGAPORE 

PTE. LTD. 
382,059千円 

  (3,560千米ドル)

AMSC ELECTRONICS 

HONG KONG LTD. 
191,710千円

  

(250千米ドル、

12,000千香港ド

ル)

阿姆斯克（上海）

有限公司 
198,679千円

（1,670 千 米 ド

ル、1,500千人民

元） 

関係会社の金融機関からの借入金に対

し、次のとおり保証を行っておりま

す。 

  

  

関係会社の仕入先からの買掛金に対し、

次のとおり保証を行っております。 

AMSC SINGAPORE 

PTE. LTD. 
98,957千円 

  

(788千米ドル

88千シンガポー

ルドル)

AMSC ELECTRONICS 

HONG KONG LTD. 
123,354千円

  (1,050千米ドル)

阿姆斯克（上海）

有限公司 
7,325千円

(500千人民元)

AMSC ELECTRONICS 

HONG KONG LTD. 
22,483千円

(191千米ドル)

 ５ 受取手形割引高 

   受取手形裏書譲渡高 

  906,960千円

  20,603千円

  －

  44,268千円

 ６ 配当制限 商法施行規則第124条第３号に規定する

資産に時価を付したことにより増加し

た純資産額は69,094千円であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する

資産に時価を付したことにより増加し

た純資産額は71,568千円であります。 

※７ 手形債権売価却に伴う

支払留保額 

― 「未収入金」には、手形債権売却に伴

う支払留保額188,478千円が含まれてお

ります。 



(損益計算書関係) 

  

  

区分 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に対する事項 ――― 関係会社への売上高 5,565,404千円

  
※２ 他勘定振替高の内容 

 
――― 

特別損失（たな卸資産
評価損） 

819,330千円

 ※３ 固定資産売却益の内容   車両運搬具 525千円 ― 

※４ 固定資産除売却損の内

容 

  

  工具器具備品 72千円

     

  工具器具備品 152千円

  ソフトウエア 17,239千円

※５ 減損損失 ――― 当事業年度において、当社は、以下の

資産グループについて減損損失を計上

しました。 

  

（資産のグルーピングの方法） 

当社は管理会計上の事業区分に基づき

資産のグルーピングを行っておりま

す。なお遊休資産については、個々の

資産単位でグルーピングを行っており

ます。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

当社は、半導体製造販売分野への進出

の為に当該資産を先行的に取得しまし

たが、経済環境が変化したこと等によ

り、投資の回収が困難であると判断し

ました。その為、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（29,600千円）として特別損失に計

上しております。  

なお、当該資産の回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、売却見込

額により評価しております。 

場所 

  

用途 種類 減損  

損失 

（千円） 

委託加工

先 

遊休資産 工具器具

備品 

29,600 



(リース取引関係) 

  

区分 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  
車両運
搬具 

工具器
具 
備品 

合計

取得価額 
相当額 

7,858
千円

62,602
千円

70,461
千円

減価償却 
累計額相
当額 

278
千円

3,974
千円

4,253
千円

期末残高 
相当額 

7,580
千円

58,627
千円

66,208
千円

（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

車両運
搬具 

工具器
具 
備品 

合計 

取得価額
相当額 

7,858
千円 

66,983
千円

74,842
千円

減価償却
累計額相
当額 

1,947
千円 

16,191
千円

18,138
千円

期末残高
相当額 

5,910
千円 

50,792
千円

56,703
千円

  

  

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15,302千円

１年超 58,850千円

合計 74,152千円

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16,518千円

１年超 46,504千円

合計 63,022千円

  (3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 1,856千円

減価償却費相当額 5,685千円

支払利息相当額 93千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 15,255千円

減価償却費相当額 13,885千円

支払利息相当額 1,319千円

  (4)減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

  

  

利息相当額の算定方法 

  同左 

  （貸主側） 

工具器具備品 

未経過リース料期末残高相当額 

（注）上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取

引は概ね同一条件で第三者に

リースしているので、ほぼ同

額の残高が上記借主側未経過

リース料期末残高相当額に含

まれております。 

１年内 1,809千円

１年超 2,563千円

合計 4,373千円

（貸主側） 

工具器具備品 

未経過リース料期末残高相当額 

（注）上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取

引は概ね同一条件で第三者に

リースしているので、ほぼ同

額の残高が上記借主側未経過

リース料期末残高相当額に含

まれております。 

１年内 1,809千円

１年超 754千円

合計 2,563千円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 未払事業税 13,706千円 

 賞与引当金 56,361千円 

 法定福利費否認額 6,059千円 

 在庫評価損否認額 5,039千円 

 繰延税金資産(流動)合計 81,166千円 

繰延税金資産(固定)   

 会員権評価損否認額 7,092千円 

退職給付引当金 12,170千円 

 役員退職慰労引当金 100,933千円 

ソフトウエア否認額 197千円 

減価償却費否認額 18,066千円 

 繰延税金資産(固定)小計 138,460千円 

 評価性引当額 △7,092千円 

 繰延税金資産（固定）合計 131,367千円 

繰延税金資産の合計 212,534千円 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 47,402千円 

 繰延税金負債（固定）合計 47,402千円 

繰延税金資産の純額 165,131千円 

（注）当事業年度における繰延税金資産の純
額は、貸借対照表の以下の項目に含ま
れております。 
流動資産－繰延税金資
産 

81,166千円

固定資産－繰延税金資
産 

83,964千円

    

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 未払事業税 13,296千円 

 賞与引当金 51,157千円 

 法定福利費否認額 5,622千円 

 在庫評価損否認額 367,504千円 

 未払金否認額 3,397千円 

 繰延税金資産(流動)小計 440,977千円 

 評価性引当額 △306,378千円 

 繰延税金資産(流動)合計 134,599千円 

繰延税金資産(固定)   

 会員権評価損否認額 2,329千円 

 役員退職慰労引当金 98,030千円 

ソフトウエア否認額 581千円 

減価償却費否認額 18,066千円 

減損損失 12,044千円 

 繰延税金資産(固定)小計 131,052千円 

 評価性引当額 △32,440千円 

 繰延税金資産（固定）合計 98,611千円 

繰延税金資産の合計 233,210千円 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 35,630千円 

 繰延税金負債（固定）合計 35,630千円 

繰延税金資産の純額 197,580千円 

（注）当事業年度における繰延税金資産の純
額は、貸借対照表の以下の項目に含ま
れております。 
流動資産－繰延税金資
産 

134,599千円 

固定資産－繰延税金資
産 

62,981千円 

    

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％ 

 (調整)   

 交際費等永久に損金に算入
されない項目 

6.82％ 

 住民税均等割額 3.34％ 

 評価性引当額の増減 2.75％ 

 その他 △0.66％ 

 税効果会計適用後の法人税
等の負担率 

52.94％ 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％ 

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

△2.39％ 

 住民税均等割額 △1.51％ 

 評価性引当額の増減 △58.22％ 

 その他 0.03％ 

税効果会計適用後の法人税
等の負担率 

△21.40％ 



(１株当たり情報) 

  

（注）  １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,079円71銭 924円94銭 

１株当たり当期純利益 

又は１株当たり当期純損失(△) 
23円93銭 △136円39銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益  

23円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純損失である
ため記載しておりません。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益 

又は当期純損失(△) 

（千円） 

121,256 △691,711 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
― ― 

普通株式に係る当期純利益又

は当期純損失（千円） 
121,256 △691,711 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
5,067,254 5,071,632 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額（千円） 

― ― 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に用いられた

普通株式増加数の主要な内訳

（株） 

    

新株予約権 9,035 ― 

希薄化効果を有しないため潜

在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

― 新株予約権１種類 

（新株予約権62個） 

詳細については「第４提出

会社の状況、1 株式等の

状況、(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価証券 
そ の 他 
有価証券 

みずほフィナンシャルグループ優先株第11
回 

100 100,000 

シリコンテクノロジー株式会社 40,000 36,000 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 30 28,890 

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 14 24,570 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 18 23,400 

チップワンストップ株式会社 100 22,400 

アルパイン株式会社 6,055 10,529 

株式会社堀場製作所 971 3,576 

岩崎通信機株式会社 10,000 2,850 

アルプスシステムインテグレーション 40 2,000 

その他(5銘柄) 9,283 4,268 

計 66,611 258,484 



【有形固定資産等明細表】 

  

（注）１ 工具器具備品の「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。  

２ ソフトウェアの「当期減少額」欄の内、61,046千円は基幹システムの移行に伴う旧システムの除却額であり

ます。   

３ ソフトウェア仮勘定の「当期増加額」は、基幹システムの移行に伴う新システムの取得額であります。   

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 37,403 687 ― 38,090 21,551 2,030 16,538 

 工具器具備品 241,135 16,460 

  

41,246 

（29,600) 

216,350 183,290 22,086 33,060 

 土地 184,184 ― ― 184,184 ― ― 184,184 

有形固定資産計 462,724 17,147 

  

41,246 

（29,600) 

438,625 204,842 24,116 233,783 

無形固定資産               

 ソフトウェア 100,929 12,413 71,960 41,381 25,085 17,594 16,296 

 ソフトウェア 

 仮勘定 
55,000 217,224 2,000 270,224 ― ― 270,224 

 電話加入権 6,742 ― ― 6,742 ― ― 6,742 

  無形固定資産計 162,671 229,637 73,960 318,349 25,085 17,594 293,263 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式数は、86,598株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 1,051,740 ― ― 1,051,740 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) ( 5,158,230) (  ―  ) (  ―  ) ( 5,158,230)

普通株式 (千円) 1,051,740 ― ― 1,051,740 

計 (株) ( 5,158,230) (  ―  ) (  ―  ) ( 5,158,230)

計 (千円) 1,051,740 ― ― 1,051,740 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(千円) 1,439,295 ― ― 1,439,295

計 (千円) 1,439,295 ― ― 1,439,295 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 66,854 ― ― 66,854 

(任意積立金) 
別途積立金 

(千円) 2,727,500 ― ― 2,727,500

計 (千円) 2,794,354 ― ― 2,794,354 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
（目的使用） 
(千円) 

当期減少額
（その他） 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 1,669 866 1,275 394 866 

賞与引当金 138,514 125,724 138,514 ― 125,724 

役員退職慰労引当金 248,056 ― 7,135  ― 240,921 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末（平成18年3月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

ａ 相手先別内訳 

  

  

ｂ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円) 

現金 1,649 

預金   

当座預金 427,846 

普通預金 194,388 

別段預金 250 

計 622,485 

合計 624,134 

相手先 金額(千円) 

株式会社ユニタス 115,301 

カルソニックカンセイ株式会社 34,400 

和光電気株式会社 21,234 

東芝トランスポートエンジニアリング株式会社 18,989 

株式会社ケーヒン 16,600 

その他 194,970 

合計 401,495 

期日 金額(千円) 

平成18年４月 61,021 

平成18年５月 63,565 

平成18年６月 86,987 

平成18年７月 172,758 

平成18年８月 12,032 

平成18年９月 5,128 

合計 401,495 



③ 売掛金 

ａ 相手先別内訳 
  

  

ｂ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 
  

  

相手先 金額(千円) 

阿姆斯克（上海）貿易有限公司 877,077 

無錫夏普電子元器件有限公司 672,773 

ＡＭＳＣ ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ ＨＯＮＧ  
ＫＯＮＧ ＬＴＤ. 

441,263

ＡＭＳＣ ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ ＰＴＥ. ＬＴＤ 317,697 

シャープ株式会社 216,141 

その他 3,037,238 

合計 5,562,192 

前期繰越高 
(千円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(千円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(千円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

4,391,492 25,556,801 24,386,102 5,562,192 81.4 71.1 

品名 金額(千円) 

アナログ 

(ANALOG) 
2,059,658 

マイクロプロセッサー 

(MPU) 
444,560 

ロジック 

(LOGIC) 
391,711 

メモリー 

(MEM) 
186,985 

エイシック 

(ASIC) 
117,303 

その他 152,819 

合計 3,353,037 



⑤ 買掛金 

  

  

⑥ 短期借入金 

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額(千円) 

エス・ティー・マイクロエレクトロニクス株式会社 880,093 

日本テキサス・インスツルメンツ株式会社 630,321 

アルプス電気株式会社 126,601 

フリースケール・セミコンダクタ・ジャパン株式会社 71,734 

オン・セミコンダクター株式会社 68,361 

その他 307,971 

合計 2,085,083 

相手先 金額（千円）
 

株式会社三井住友銀行 1,500,840
 

株式会社みずほ銀行 966,880
 

株式会社三菱東京UFJ銀行 960,000
 

商工組合中央金庫 530,000
 

合計 3,957,720
 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UJF信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 野村證券株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 1件につき 10,500円 

  株券登録料 1枚につき   525円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UJF信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 野村證券株式会社 全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する方法により行う 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第31期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 

事業年度 第32期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社アムスク 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アムス

クの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アムス

ク及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 
 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株 式 会 社 ア ム ス ク 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アムス

クの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アムス

ク及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基

準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成18年６月28日

取 締 役 会  御

中                  

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  小  島  洋 太 郎  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  

株式会社アムスク 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アムス

クの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アムスクの

平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

 
 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  

株 式 会 社 ア ム ス ク 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アムス

クの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アムスクの

平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計

基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成18年６月28日

取 締 役 会  御

中                  

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  小  島  洋 太 郎  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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